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「年金分割のための情報通知書」に関する情報提供について 
 

 平素より、配偶者からの暴力の防止及び被害者支援に関する業務について、

御理解と御協力を賜り、感謝申し上げます。 
先般、配偶者からの暴力の被害者の離婚時の年金分割の請求手続の過程にお

いて、裁判所に提出した｢年金分割のための情報通知書｣により、秘匿していた

被害者の現住所が配偶者側に明らかになってしまうという事案がありました。

当該事案は、年金分割の請求手続過程において、被害者が年金事務所に対し、

「住所等を知られないよう秘密の保持に配慮してほしい」旨の申出を行ってい

なかったことによるものです。 
日本年金機構においては、配偶者からの暴力の被害者に対して秘密の保持の

配慮を行うこととされておりますので、配偶者暴力相談支援センター（以下、

「支援センター」という。）及び市町村へ改めて周知していただくとともに、

支援センター等関係機関においては、被害者に対し情報提供していただくよう

お願い申し上げます。 
また、日本年金機構における秘密保持の配慮に当たり、手続の際に必要とな

る証明書の発行において、引き続き円滑な処理がなされるようお願い申し上げ

ます。 
 
 
(参考) 
 １ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」

（平成２０年１月１１日） 
第２ ７（７）オ 

 
２ 「配偶者からの暴力を受けた者に係る国民年金、厚生年金保険及び船員保険にお

ける秘密の保持の配慮について」 
     平成１９年２月２１日付け 庁保険発第 0221001 号 
     社会保険等運営部企画課長 
     社会保険庁運営部年金保険課長 
 
 ３ 配偶者からの暴力の被害者に係る国民年金等の手続に関する留意事項 
 
 ４ 離婚時の厚生年金の分割制度の仕組みと手続方法（日本年金機構） 













参考３ 
 

配偶者からの暴力の被害者に係る国民年金等の手続に関する留意事項 
 
 
 
日本年金機構では、配偶者からの暴力の被害を受けている被保険者または受給権者（以

下、「被害被保険者等」という。）に関する住所等の情報を、配偶者や第三者に知られな

いようにする対応を行っています。 
配偶者暴力相談支援センター等関係機関においては、この日本年金機構における対応に

ついて、次の点に留意し、被害被保険者等である被害者に対して情報提供を行ってくださ

い。 
 
 
１．年金事務所への申出 

日本年金機構における対応は、被害被保険者等からの申出に基づいてのみ行われます。 
よって、被害被保険者等に対し、年金事務所へ、「住所等を知られないよう秘密の保

持に配慮して欲しい」との申出を行う必要があることを、教示することが重要です。 
 特に、被害被保険者等から年金分割の手続に関する相談等、公的年金等に関する相談

がない場合であっても、離婚手続に着手している等の場合には、これらの情報を積極的

に提供する必要があります。 
 

２．必要となる書類 
被害被保険者等が年金事務所に「住所等を知られないよう秘密の保持に配慮して欲し

い」との申出をする際には、「年金手帳、年金証書等（基礎年金番号のわかるもの）」

に、「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」（以下「証明書」という。）

を添付する必要があります。 
被害被保険者等に年金事務所への申出を教示した場合、証明書を保持していることの

確認等に留意してください。また、必要に応じて証明書発行の手続を行ってください。 
 

３．効果 
申出により、次の対応を日本年金機構が行います。 

〔日本年金機構における主な対応〕 
 
○ 年金事務所等において、本人以外からの照会に対する回答は行わない。 
  特に、配偶者や第三者が、委任状に基づき照会を行っても、年金事務所等では

回答を行わない。 
○「年金分割のための情報通知書」に記載する住所は、被害被保険者等の現住所の

代わりに調停裁判所等の住所等を表示する等、日本年金機構からの通知等により

被害被保険者等の現住所が、配偶者や第三者に伝わることを防止する。 

※ 詳細は、年金事務所において説明を行います。 










